
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　オレフィン系共重合体ゴム（以下「成分（Ａ）」と記す）と、その１００重量部あたり
５～１００重量部のオレフィン系樹脂（以下「成分（Ｂ）」と記す）とを用いてオレフィ
ン系熱可塑性エラストマー組成物を製造するに際し、

成分（Ａ）の全量と、成分（Ｂ）の配合量の１０～９０重量％とを含む混合物を
、 ラジカル発生剤（以下「成分（Ｃ）」と
記す）の存在下で 動的に熱処理した後、成分（Ｂ）の残量を

することを特徴とす
るオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法。
【請求項２】
　成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムがゲルパーミエイションクロマトグラフィーに
よるポリプロピレン換算の重量平均分子量が 万以上である請求項１に記載のオレフィ
ン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法。
【請求項３】
　成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムが油展オレフィン系共重合体ゴムである請求項
１又は２に記載のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法。
【請求項４】
　成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムが、その１００重量部当たり１０～２００重量
部の鉱物油系ゴム用軟化剤を含有する油展オレフィン系共重合体ゴムである請求項３に記
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載のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法。
【請求項５】
　成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムが、エチレン－α－オレフィン系共重合体ゴム
である請求項１～４のいずれか１項に記載のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の
製造方法。
【請求項６】
　エチレン－α－オレフィン系共重合体ゴムがエチレン－プロピレン－非共役ジエン系共
重合体ゴムである請求項５に記載のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法
。
【請求項７】
　エチレン－プロピレン－非共役ジエン系共重合体ゴムが、エチレン含有量が５０～９０
重量％、非共役ジエン含有量が１～３０重量％のエチレン－プロピレン－非共役ジエン系
共重合体ゴムである請求項６に記載のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方
法。
【請求項８】
　成分（Ｂ）のオレフィン系樹脂が、ポリプロピレン又はプロピレン－α－オレフィン共
重合体である請求項１～７のいずれか１項に記載のオレフィン系熱可塑性エラストマー組
成物の製造方法。
【請求項９】
　成分（Ｃ）のラジカル発生剤が有機過酸化物である請求項１～８のいずれか１項に記載
のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、オレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法に関し、詳しくは軟化剤
のブリードが少なく、柔軟性、機械的強度、ゴム弾性に優れるオレフィン系熱可塑性エラ
ストマー組成物の製造方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
ポリオレフィン系樹脂、特にポリプロピレン系樹脂とエチレン－α－オレフィン系共重合
体ゴムとを有機過酸化物の存在下で動的に熱処理して、後者のゴムを部分的に架橋させた
オレフィン系熱可塑性エラストマーが、特開昭４８－２６８３８号公報等に開示されてい
る。このような熱可塑性エラストマーはゴム的な軟質材料としての特性を示しつつ加硫工
程が不要で、熱可塑性樹脂と同様の成形加工性を有しているので、工程の合理化やリサイ
クル性等の観点から注目され、自動車部品、家電用品、医療用機器部品、電線、雑貨等の
分野で広く使用されている。
【０００３】
ところで、従来のオレフィン系熱可塑性エラストマーは、加硫ゴムに比し、柔軟性、機械
的強度、ゴム弾性等の点で劣り、使用できる用途に限界がある。そこで、柔軟性を付与す
るため、鉱物油系軟化剤や有機過酸化物非架橋型の炭化水素系ゴム状物質、ゴム弾性を改
良するための架橋助剤の併用による架橋度向上等の試みが種々行われてきた。
【０００４】
しかしながら、仮に架橋度を高めてゴム弾性を改良したとしても、そのために柔軟性の低
下、機械的強度の低下、或いは組成物表面の軟化剤のブリード等が起こり、物性バランス
の優れたオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物を得るのは困難であった。
上記の問題点を解決するため、特公平７－１０３２７４号公報に記載されるような、１０
０℃ムーニー粘度が１７０～３５０であるオレフィン系共重合体ゴムを含む溶液に鉱物油
系軟化剤を添加した後に脱溶媒して得られる油展オレフィン系共重合体ゴムとオレフィン
系プラスチックとの混合物を部分架橋してなる組成物が提案されている。しかしながら、
このような組成物であっても、機械的強度、ゴム弾性の改良は依然として不十分であった
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。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、上記の実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、柔軟性、機械的強度、
ゴム弾性に優れるオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法を提供することに
ある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　即ち、本発明の要旨は、オレフィン系共重合体ゴム（以下「成分（Ａ）」と記す）と、
その１００重量部あたり５～１００重量部のオレフィン系樹脂（以下「成分（Ｂ）」と記
す）とを用いてオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物を製造するに際し、

成分（Ａ）の全量と、成分（Ｂ）の配合量の１０～９０
重量％とを含む混合物を、 ラジカル発生剤
（以下「成分（Ｃ）」と記す）の存在下で 動的に熱処理した後、
成分（Ｂ）の残量を

することを特徴とするオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の製造方法、に存し
ている。
【０００７】
　本発明の他の要旨は、成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムがゲルパーミエイション
クロマトグラフィーによるポリプロピレン換算の重量平均分子量が 万以上である上記
の製造方法、成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムが油展オレフィン系共重合体ゴム、
特にその油展の程度が、オレフィン系共重合体ゴム１００重量部当たり１０～２００重量
部の鉱物油系ゴム用軟化剤を含有するようなものを用いる上記の製造方法、成分（Ａ）の
オレフィン系共重合体ゴムが、エチレン－α－オレフィン系共重合体ゴムである上記の製
造方法、及び該エチレン－α－オレフィン共重合体ゴムがエチレン－プロピレン－非共役
ジエン系共重合体ゴム、中でもこのエチレン－プロピレン－非共役ジエン系共重合体ゴム
が、エチレン含有量が５０～９０重量％、非共役ジエン含有量が１～３０重量％のエチレ
ン－プロピレン－非共役ジエン系共重合体ゴムである上記の製造方法、にも存している。
【０００８】
　本発明のもう一つの要旨は、成分（Ｂ）のオレフィン系樹脂が、ポリプロピレン又はプ
ロピレン－α－オレフィン共重合体である上述の製造方法、及び成分（Ｃ）のラジカル発
生剤が有機過酸化物である上述の製造方法にも存している
【０００９】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を詳細に説明する。まず、本発明で使用する各成分について説明し、その上
で本発明の具体的方法について説明を加える。
（１）オレフィン系共重合体ゴム（成分（Ａ））
本発明において用いられる成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムとしては、例えばエチ
レン－プロピレン共重合体ゴム、エチレン－プロピレン－非共役ジエン共重合体ゴム（Ｅ
ＰＤＭ）、エチレン－ブテン－非共役ジエンゴム、プロピレン－ブタジエン共重合体ゴム
などの、オレフィンを主成分とする無定型ランダム共重合体の弾性体が例示できる。これ
らの中で、エチレン－α－オレフィン系共重合体ゴムが好ましく、特にエチレン－プロピ
レン－非共役ジエン共重合体ゴムが好ましい。このエチレン－プロピレン－非共役ジエン
共重合体ゴムの非共役ジエンとしてはジシクロペンタジエン、１，４－ヘキサジエン、シ
クロオクタジエン、メチレンノルボルネン、エチリデンノルボルネン等が用いられ、特に
エチリデンノルボルネンを用いると、得られる共重合体ゴムは適度な架橋構造を与えるこ
とができ好ましい。
【００１０】
上記のような、エチレン－プロピレン－非共役ジエン共重合体ゴムの好ましい例としては
、エチレン含有量が５０～９０重量％、より好ましくは６０～８０重量％、非共役ジエン
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含有量が１～３０重量％、より好ましくは３～２０重量％のオレフィン系共重合体ゴムで
ある。エチレン含有量が９０重量％を超える場合は、得られる組成物の柔軟性が失われ、
５０重量％未満の場合は機械的性能が低下する傾向となる。非共役ジエン含有量が１重量
％未満では得られる組成物の架橋度が上がらないためか機械的特性が不十分となり、一方
３０重量％を超えて多い場合は射出成形性が低下する傾向となる。
【００１１】
この成分（Ａ）のゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定したポ
リプロピレン換算の重量平均分子量は２５万以上であるのが好ましく、更に好ましくは３
０万以上、特に好ましくは５０万以上のものである。重量平均分子量が２５万未満では機
械的強度の改善が不十分となりやすい。また、通常この成分（Ａ）の重量平均分子量の上
限は７５万である。
【００１２】
なお、本発明においては、得られる組成物の機械的強度が失われない範囲、例えば成分（
Ａ）、成分（Ｂ）の合計量を１００重量部としたときに、２００重量部以下の量で、分子
量５万以上、２５万未満のオレフィン系共重合体ゴムを併用することができる。
（２）オレフィン系樹脂（成分（Ｂ））
本発明において用いられるオレフィン系樹脂としては、プロピレン系樹脂、エチレン系樹
脂、結晶性ポリブテン－１樹脂、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－（メタ）ア
クリル酸共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体等のエチレン系樹脂
を挙げることができる。これらのオレフィン系の樹脂の中でも、プロピレン系樹脂が好適
に用いられ、その具体例としては、プロピレンの単独重合体、プロピレンを主成分とする
プロピレン－エチレンランダム共重合体樹脂、プロピレン・エチレンブロック共重合体樹
脂等が例示できる。
【００１３】
これらのプロピレン系樹脂のメルトフローレート（ＪＩＳ－Ｋ７２１０、２３０℃、２１
．２Ｎ荷重）は通常０．０５～２００ｇ／１０分、好ましくは０．１～１００ｇ／１０分
である。メルトフローレートが上記範囲未満のものを用いた場合は、得られる組成物の成
形性が悪化して外観に不良が生じやすく、上記範囲を超えるものを用いた場合は、得られ
る組成物の機械的特性、特に引張破壊強度が低下する傾向となる。
【００１４】
本発明のオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物を製造するにあたって、オレフィン系
共重合体ゴム（成分（Ａ））１００重量部あたり５～１００重量部のオレフィン系樹脂（
成分（Ｂ））を使用する。この使用量が５重量部未満では、組成物の流動性が低下して成
形品の外観不良を招き、１００重量部を超えて多い場合は、組成物の柔軟性が失われる。
（３）ラジカル発生剤（成分（Ｃ））
本発明において用いられるラジカル発生剤としては、アゾビスイソブチロニトリル等のア
ゾ化合物やジクミルパーオキサイド等の有機過酸化物が例示できるが、中でも有機過酸化
物が好ましい。
【００１５】
このような有機過酸化物としては、芳香族系もしくは脂肪族系のいずれも使用でき、単一
の過酸化物でも２種以上の過酸化物の混合物でもよい。具体的には、ジ－ｔ－ブチルパー
オキシド、ｔ－ブチルクミルパーオキシド、ジクミルパーオキシド、２，５－ジメチル－
２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブ
チルパーオキシ）ヘキシン－３、１，３－ビス（ｔ－ブチルパーオキシイソプロピル）ベ
ンゼン、１，１－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン
等のジアルキルパーオキシド類、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ｔ－ブチルパーオ
キシイソプロピルカーボネート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ
）ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ベンゾイルパーオキシ）ヘキシン－３等の
パーオキシエステル類、アセチルパーオキシド、ラウロイルパーオキシド、ベンゾイルパ
ーオキシド、ｐ－クロロベンゾイルパーオキシド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキ
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シド等のヒドロパーオキシド類等が用いられる。この中では、２，５－ジメチル－２，５
－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサンが好ましい。
【００１６】
このラジカル発生剤の添加量は動的に熱処理される成分（Ａ）と成分（Ｂ）との合計量（
即ち、オレフィン系共重合体ゴム（成分（Ａ））とオレフィン系樹脂（成分（Ｂ））の配
合量の１０～９０重量％に相当するものとの合計量）に対して０．０５～３．０重量％、
好ましくは０．０７～２．０重量％の範囲とするのが好ましい。０．０５重量％未満では
架橋反応の効果が小さく、３．０重量％を越えると架橋反応の制御が困難になりやすい。
（４）鉱物油系ゴム用軟化剤
本発明においては、成分（Ａ）として用いるオレフィン系共重合体ゴムの１００重量部当
たり１０～２００重量部の鉱物油系ゴム用軟化剤を用いると、得られるオレフィン系熱可
塑性エラストマーを軟化させ、柔軟性と弾性を増加させるとともに加工性、流動性が向上
するので好ましい。
【００１７】
特に、この鉱物油系ゴム用軟化剤を用いてエチレン－α－オレフィン系共重合体ゴムを予
め含浸させることにより油展しておくと、効果がより大きくなり好ましい。
このような鉱物油系ゴム用軟化剤は、一般に芳香族系炭化水素、ナフテン系炭化水素、及
びパラフィン系炭化水素の混合物であり、全炭素量に対し、芳香族系炭化水素の炭素の割
合が３５重量％以上のものは芳香族系鉱物油、ナフテン系炭化水素の炭素の割合が３０～
４５重量％のものはナフテン系鉱物油、またパラフィン系炭化水素の炭素の割合が５０重
量％以上のものはパラフィン系鉱物油と呼ばれるが、本発明においては、ナフテン系また
はパラフィン系の鉱物油が好ましい。
【００１８】
これらの鉱物油系ゴム用軟化剤としては、４０℃動粘度が２０～８００ｃｓｔ（センチス
トークス）、好ましくは、５０～６００ｃｓｔで、流動度が０～－４０℃、好ましくは０
～－３０℃、引火点（クリーブランド・オープンカップ法：ＣＯＣ）が２００～４００℃
、好ましくは２５０～３５０℃のものが好適に使用できる。
【００１９】
本発明においては、この鉱物油系軟化剤は、予めオレフィン系共重合体ゴムを油展して用
いる以外に、本組成物の性能を損なわない範囲で、例えば成分（Ａ）と成分（Ｂ）の合計
量に対して１５０重量％以下の範囲で、追加して配合して用いることもできる。この量を
超えて配合した場合には、軟化剤のブリードが問題となることがある。
（５）架橋助剤
本発明においては架橋助剤を用いることもできる。主な架橋助剤としては、例えば、硫黄
、ｐ－キノンジオキシム、ｐ－ジニトロソベンゼン、１，３－ジフェニルグアニジン等の
過酸化物用助剤、ジビニルベンゼン、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレ
ート、ジアリルフタレート等の多官能ビニル化合物、エチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、アリル（メタ
）アクリレート等の多官能（メタ）アクリレート化合物等が挙げられる。
【００２０】
架橋助剤の添加量は、動的に熱処理される成分（Ａ）と成分（Ｂ）との合計量に対して、
０．０１～４．０重量％の範囲で用いればよい。好ましい使用量は０．０５～２．０重量
％である。０．０１重量％未満では架橋助剤の効果があまり現れず、４重量％を超えて配
合しても、その添加量に見合う効果の増加は得られず、経済的に有利でない。
（６）その他の成分
本発明の熱可塑性エラストマー組成物には、上記必須成分に加えて、本発明の効果を損な
わない範囲で、目的に応じて他の任意の配合成分を配合することができる。
【００２１】
任意成分としては、例えば、充填材、酸化防止剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、
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中和剤、滑剤、防曇剤、アンチブロッキング剤、スリップ剤、分散剤、着色剤、難燃剤、
帯電防止剤、導電性付与剤、金属不活性化剤、分子量調整剤、防菌剤、防黴材、蛍光増白
剤等の各種添加物、上記必須成分以外の熱可塑性樹脂、上記必須成分以外のエラストマー
、フィラー等を挙げることができ、これらの中から任意のものを単独でまたは併用して用
いることができる。
【００２２】
ここで、必須成分以外の熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリフェニレンエーテル系樹脂
、ナイロン６、ナイロン６６等のポリアミド系樹脂、ポリエチレンテレフタレート、ポリ
ブチレンテレフタレート等のポリエステル系樹脂、ポリオキシメチレンホモポリマー、ポ
リオキシメチレンコポリマー等のポリオキシメチレン系樹脂、ポリメチルメタクリレート
系樹脂等を挙げることができる。
【００２３】
また、任意のエラストマーとしては、例えばスチレン・ブタジエン共重合体ゴム、スチレ
ン・イソプレン共重合体ゴム等のスチレン系エラストマー、ポリブタジエン等を挙げるこ
とができる。
更に、充填材としては、ガラス繊維、中空ガラス球、炭素繊維、タルク、炭酸カルシウム
、マイカ、チタン酸カリウム繊維、シリカ、金属石鹸、二酸化チタン、カーボンブラック
等を挙げることができる。
（７）熱可塑性エラストマー組成物の製造法
（７－１）エチレン－α－オレフィン系共重合体ゴムの油展
前項（４）で述べた通り、本発明においては、成分（Ａ）のオレフィン系共重合体ゴムを
予め油展しておくのが好ましい。このときの、鉱物油系軟化剤の使用量は、オレフィン系
共重合体ゴム１００重量部あたり鉱物油系軟化剤を１０～２００重量部、好ましくは２０
～１８０重量部、更に好ましくは３０～１５０重量部である。この使用量が１０重量部未
満では得られるオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物の流動性が低下し、特に押出加
工性と射出成形性が損なわれる。一方、２００重量部を超えて多く用いた場合は、加工性
が悪くなり、更に製品の物性などの性能が低下するので好ましくない。
【００２４】
ポリプロピレン換算の重量平均分子量が２５万以上のＥＰＤＭを用い、かつ鉱物油系軟化
剤として上記の範囲の量を配合すると、柔軟性の確保と流動性の向上による加工性の改良
、及び機械的特性の改良を同時に満足したオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物を得
ることができる。また、鉱物油系軟化剤を配合することにより、架橋時の発熱が抑制され
るため、押出成形したときにブツの発生が少なく表面の平滑な物を得ることができる。
【００２５】
オレフィン系共重合体ゴムの油展方法は公知の方法を用いることができる。例えば、ミキ
シングロールやバンバリミキサーのような装置を用い、オレフィン系共重合体ゴムと鉱物
油系軟化剤をを機械的に混練して油展する方法、或いは、オレフィン系共重合体ゴム溶液
に所定量の鉱物油系軟化剤を添加し、その後スチームストリッピング等の方法により脱溶
媒して油展ゴムを得る方法などがある。
【００２６】
好ましい油展方法としてはオレフィン系共重合体ゴムの溶液を用いる方法であり、この溶
液は重合で得られるオレフィン系共重合体ゴムの溶液を用いるのが、操作が容易となり好
ましい。
（７－２）熱可塑性エラストマー組成物の製造
本発明方法においては、オレフィン系共重合体ゴム（成分（Ａ））と、その１００重量部
あたり５～１００重量部のオレフィン系樹脂（成分（Ｂ））とを用いてオレフィン系熱可
塑性エラストマー組成物を製造するに際し、成分（Ａ）の全量と、成分（Ｂ）の配合量の
１０～９０重量％とを含む混合物を、ラジカル発生剤（成分（Ｃ））と必要に応じて用い
られる架橋助剤の存在下で動的に熱処理した後、成分（Ｂ）の残量を混合する。
【００２７】
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この動的な熱処理は、溶融混練によって行うのが好ましく、そのための混合混練装置とし
ては、例えば非開放型バンバリーミキサー、ミキシングロール、ニーダー、二軸押出機等
が用いられる。中でも二軸押出機を用いるのが好ましい。
この二軸押出機を用いた製造方法の好ましい態様としては、複数の原料供給口を有する二
軸押出機のより上流側の原料供給口（ホッパー）から成分（Ａ）、成分（Ｂ）の一部、及
びラジカル発生剤を含む混合物をシリンダー内に供給しながら溶融混練し、成分（Ｂ）の
残量を該ホッパーと別個のより下流側に位置する原料供給口（ホッパー）からシリンダー
内に供給して更に熱処理し、部分的に架橋された熱可塑性エラストマーを製造する方法で
ある。
【００２８】
このように、成分（Ａ）、成分（Ｂ）の一部、及びラジカル発生剤を含む混合物を動的に
熱処理して部分架橋させた後に、成分（Ｂ）の残りを加えることにより、後で加えられる
成分（Ｂ）がラジカルによる分子鎖の切断を受けにくいため、組成物として機械的強度が
高くなる。また、架橋時に成分（Ｂ）の相対量が減少することにより、発生したラジカル
が効果的に成分（Ａ）に作用して架橋度が高くなり、ゴム弾性が良好になる。
【００２９】
成分（Ａ）と同時に初期仕込される成分（Ｂ）成分の割合は、成分（Ｂ）の配合量の１０
～９０重量％に相当する量である。より好ましくは２０～８０重量％である。成分（Ｂ）
の初期仕込割合が９０重量％を超える場合は、得られる組成物の機械的強度とゴム弾性の
改良が不十分となり、一方、この量が１０重量％未満では押出成形品の外観が悪化する傾
向にある。
【００３０】
熱処理の温度は、通常１００℃～３００℃で、時間は通常０．１分～３０分の範囲である
。鉱物油系ゴム用軟化剤等の副原料は本組成物の性能を損なわない範囲で、本発明の組成
物を製造中のいかなる段階において配合しても構わない。
本発明の熱可塑性エラストマー組成物は、通常熱可塑性エラストマーに用いられる成形方
法、例えば、射出成形法、押出成形法、中空成形法、圧縮成形法等によって、又はその後
の積層成形、熱成形等の二次加工によって、単独で又は他の材料との積層体として成形体
とされる。そして、自動車部品（ウェザーストリップ、天井材、内装シート、バンパーモ
ール、サイドモール、エアスポイラー、エアダクトホース、各種パッキン類等）、土木・
建材部品（止水材、目地材、窓枠等）、スポーツ用品（ゴルフクラブやテニスラケットの
グリップ類）、工業用部品（ホースチューブ、ガスケット等）、家電部品（ホース、パッ
キン類）、医療用機器部品、電線、及び雑貨等の広汎な分野での資材として用いられる。
【００３１】
【実施例】
以下、実施例を用いて本発明の内容を更に具体的に説明するが、本発明はその要旨を超え
ない限り、以下の実施例によって限定されるものではない。
なお、以下の実施例・比較例で使用した原材料及び評価方法は以下の通りである。
＜原材料＞

Ａ；油展エチレン－プロピレン－エチリデンノルボルネン三元共重合体ゴム（エチレン含
有量６６重量％、エチリデンノルボルネン含量４．５重量％）、ポリプロピレン（ＰＰ）
換算の重量平均分子量５４７，０００であり、共重合体ゴム１００重量部あたり１００重
量部のパラフィン系ゴム用軟化剤（後記）を含有する。

Ｂ－１；ポリプロピレン単独重合体樹脂（メルトフローレート（２３０℃、２１．２Ｎ荷
重）０．５ｇ／１０分）
Ｂ－２；プロピレン－エチレンランダム共重合体樹脂（エチレン含有量３．１重量％、メ
ルトフローレート（２３０℃、２１．２Ｎ荷重）０．７ｇ／１０分）
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ＰＯＸ；２、５－メチル－２、５ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン（１分間半減期温
度１７９℃）

ＤＶＢ；ジビニルベンゼン

パラフィン系オイル（重量平均分子量７４６、４０℃の動粘度３８２ｃＳｔ（センチスト
ークス）、流動点－１５℃、引火点３００℃、出光興産製「ＰＷ３８０」）
＜評価方法＞
以下の（１）～（３）の測定には、インラインスクリュウタイプ射出成形機（東芝機械社
製「ＩＳ１３０」）にて、射出圧力５０ＭＰａ、シリンダ温度２２０℃、金型温度４０℃
の条件で射出成形して得られたシート（横１２０ｍｍ、縦８０ｍｍ、肉厚２ｍｍ）を使用
した。
（１）硬度：ＪＩＳ　Ｋ６２５３準拠（ＪＩＳ－Ａ）
（２）引張破壊強さ：ＪＩＳ　Ｋ６２５１準拠（ＪＩＳ－３号ダンベル、引張速度５００
ｍｍ／ｍｉｎ）
（３）圧縮永久歪み：ＪＩＳ　Ｋ６２６２準拠（７０℃、２２時間 ,２５％圧縮）
＜実施例／比較例＞
［実施例１］
成分（Ａ）と、その１００重量部あたり成分（Ｂ－１）２５重量部を用いてエラストマー
組成物を製造する際に、成分（Ｂ－１）の一部（５０重量％）を成分（Ａ）と混合し、得
られた混合物に対して０．３３重量％のＰＯＸ及びＤＶＢ０．４４重量％とを配合した後
、ヘンシェルミキサーにて１分間ブレンドした。このブレンド物を、２個の原料供給口を
有する同方向２軸押出機（神戸製鋼製「ＫＴＸ４４」、Ｌ／Ｄ＝４１、シリンダブロック
数＝１１）の第１供給口へ２７ｋｇ／ｈの速度で投入し、１６０℃で溶融混練することに
より動的に熱処理し、同時に押出機シリンダーの途中に設けられた第２の供給口から、残
りの成分（Ｂ－１）（成分（Ｂ－１）の添加量の５０重量％）を３ｋｇ／ｈの速度で供給
して混練を行った後、ペレット化してオレフィン系熱可塑性エラストマー組成物を製造し
た。評価結果を表１に示す。
［実施例２］
成分（Ｂ－１）を成分（Ｂ－２）に変更したこと以外は実施例１と同様の操作を行ってオ
レフィン系熱可塑性エラストマー組成物を製造した。評価結果を表１に示す。
［実施例３］
成分（Ａ）に予め混合して動的に熱処理を行う成分（Ｂ－１）の量を、成分（Ｂ－１）の
使用量の２５重量％とし、後添加する成分（Ｂ－１）の量を７５重量％としたこと以外は
、実施例１と同様に操作を行った。評価結果を表１に示す。
［実施例４］
成分（Ａ）に予め混合して動的に熱処理を行う成分（Ｂ－１）の量を、成分（Ｂ－１）の
使用量の７５重量％とし、後添加する成分（Ｂ－１）の量を２５重量％としたこと以外は
、実施例１と同様の操作を行った。評価結果を表１に示す。
［比較例１］
成分（Ｂ－１）の使用量の全量を成分（Ａ）と混合して、同方向２軸押出機の第１供給口
へ３０ｋｇ／ｈの速度で投入して動的に熱処理を行い、第２供給口からのフィードは行わ
なかったこと以外は実施例１と同様の操作を行った。評価結果を表１に示す。
【００３２】
【表１】
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【００３３】
＊：添加量は動的な熱処理の対象となっている混合物量に対する重量％を示す。
＜結果の評価＞
本発明方法により製造した熱可塑性エラストマー組成物は、実施例１、３、４より明らか
なように、同じ組成であるが成分（Ｂ）を一括混合して熱処理を行った、比較例１に比べ
て、ほぼ同様の硬度を示しながら、引張破壊強さもゴム弾性（圧縮永久歪み）の両者とも
改良されていることが分かる。
【００３４】
また成分（Ｂ）の樹脂を変更した実施例２でも良好な結果を与えている。
【００３５】
【発明の効果】
本発明により、引張り強度や圧縮永久歪み等の機械的特性を改良したオレフィン系熱可塑
性エラストマーの製造方法が提供される。
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